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①管路更新方法

施設更新のあり方の検討



4①管路更新方法

長沢浄水場

多摩川

生田浄水場

東京湾

平間配水所

浄水場連絡管

送水管連絡管第１導水ずい道

第２導水ずい道
潮見台着水井

新１号送水管整備

2号送水管
60年経過

3号送水管
57年経過

１号送水管
68年経過

RC鋼管1300㎜
L=16.4㎞

RC鋼管1200㎜
L＝21.6㎞

RC鋼管950㎜
L=15.8㎞

既設２号
送水管更新

新１号
送水管整備

既設３号
送水管更新

【工事中】送水管更新（概ね45年）

既設１号
送水管更新(一部)

●当初の更新方法（水需要52万m3/日）
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●４つの更新方法案

4.  臨海配水所(仮)の整備3.  平間配水所の能力増強

2. 新1号送水管の整備(一部分)1. 新1号送水管の整備(全部)

P
臨海配水所
（整備）

３号送水管

２号送水管

臨

海

部１号送水管

浄
水
場

連
絡
管

生田
浄水場

長沢
浄水場

平間
配水所

送
水

連
絡
管

３号送水管

２号送水管

臨

海

部１号送水管

浄
水
場

連
絡
管

生田
浄水場

長沢
浄水場

平間
配水所
【増強】

送
水

連
絡
管

３号送水管

２号送水管

臨

海

部１号送水管

浄
水
場

連
絡
管

生田
浄水場

長沢
浄水場

平間
配水所送

水
連
絡
管

新１号
送水管

3号送水管との並走部分について撤去可能

３号送水管

２号送水管

臨

海

部１号送水管

浄
水
場

連
絡
管

生田
浄水場

長沢
浄水場

平間
配水所送

水
連
絡
管

新１号
送水管

3号送水管との並走部分について撤去可能

上水管
より受水

上水管
より受水

上水管
より受水

上水管
より受水

上水管より受水

令和３年度までに
実施したすべての利
用者に対する２回の
水需要調査の結果か
ら、５年後の需要が
約39万m3/日であ
ることが把握できた
ことから、その値を
基に更新方法を検討
した。

需要を見直したこ
とで、当初の更新方
法以外の更新方法も
選択可能となり、４
つの案を様々な角度
から比較検討した。

①管路更新方法



6①管路更新方法
●管路更新方法を検討する上での上水受水の扱い

工業用水道施設である平間配水所では、水道事業から4万㎥/日を定量的に受水している。



7①管路更新方法
●上水受水の歴史的背景を整理（水源開発の経緯等）

上水受水は工業用水道水源の枯渇に伴い昭和49年度に開始した水道事業からの
補てん水という考え方に端を発する。

水源の新規開発

給水能力
385,000m3/日

要望256,200m3/日

給水能力
626,000m3/日

要望276,300m3/日

水道用水供給事業＝企業団設立許可

要望532,500m3/日確保
上水分 256,200

+
上水需要増加分+工水分

276,300

昭和41年

昭和44年

・神奈川県知事と川崎市長は「水資源の新規開発ないし
高度利用に関する水配分についての覚書」を交わす。
・覚書により、開発水量286.1万m3/日のうち、川崎に
上水256,200m3/日、工水276,300m3/日の
配分水量が約束された。
・工水利用者協議会は、昭和43年に神奈川県知事に
水源開発に関する早期実施の陳情書を提出。

参考文献
「川崎市水道65年史」及び「川崎市水道100年史」

給水能力
752,600m3/日

工水分 96,000
（枯渇分の補てん）

給水能力
626,000m3/日

(96,000)
補てん水

昭和49年

企業団
一部給水開始
川崎市基本水量
221,600m3/日

・工水の水源96,000m3/日が枯渇したことに伴い、
水道用水96,000m3/日を補てん水として活用する。

・企業団は水道用水供給事業であることから、
工業用水道事業への供給はできない。

・昭和41年に締結した配分水量を前提に
川崎市は532,500m3/日を確保。

・企業団一部給水開始に伴い、水量に余裕がある
場合の臨時的な措置として工水への補てん開始。

上水 工水

・確保できた276,300m3/日には、今後の上水の
需要増加分と工水分を含む。

16億円/年
(単価45円)



8①管路更新方法
●上水受水の歴史的背景を整理（安定水源としての位置づけ等）

平成22年度の料金改定において、水道事業と給水契約を締結し、補てん水を廃止し、
給水を受けるという考え方に移行した（答申における「上水受水」は平成22年度以降の
給水契約に基づく水道事業からの給水のことを指す）。

給水能力
1,026,000m3/日

工水分 96,000
（枯渇分の補てん）

給水能力
626,000m3/日

(96,000)

昭和54年

給水能力
1,026,000m3/日

工水分 80,000
（工水の水源に位置づけ）

給水能力
580,000m3/日

(80,000)

平成7年

企業団
全量給水開始
川崎市基本水量
495,200m3/日 補てん水

37億円/年
(単価121円)

給水能力
989,900m3/日

上水受水分 40,000
（工水の水源に位置づけ）

給水能力
520,000m3/日

(40,000)

平成22年

給水能力
758,200m3/日

上水受水分 40,000
（工水の水源に位置づけ）

給水能力
520,000m3/日

(40,000)

平成28年
27億円/年

（単価185円）

・補てん水を80,000m3/日に減量する。

・臨時的な措置から、安定水源として位置づける。

・補てん水を廃止し、給水契約に移行するとともに
40,000m3 /日に減量する。

・水道事業の施設758,200m3/日の内訳は、
企業団受水505,600m3/日と自己浄水場の
給水能力252,600m3/日。

27億円/年
(単価185円)

34億円/年
(単価97円)

水道事業
施設再構築事業
28年4月から
浄水処理開始

補てん水

給水契約

・定量受水を前提としていることや、水道施設の
利用割合を考慮することで、通常の給水単価より
安価な185円/m3を設定。

上水 工水

・企業団の全量受水が可能になったことで、
水道事業の給水能力は1,026,000m3/日と
なった。

給水契約
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上水受水を廃止することは、水道事業にとっては約10％の減収であり、水道事業の
料金値上げに直接影響を与えかねない問題である。工業用水道事業の水源として
上水施設を整備してきたことや水源開発の歴史などを考慮すると、料金値上げの負担
者となる市民の理解を得ることは難しく、工業用水道事業として上水受水に対する一
定の費用的負担は継続することが妥当であると考えられる。

こうしたことを踏まえ、管路の更新方法の比較検討は、上水受水の継続を前提とし
て実施することとする。

①管路更新方法
●上水受水の今後の課題（契約水量見直し後）
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※減価償却費等には固定資産除却費及びたな卸資産減耗費を含む

320億円

水道事業収入

上水受水の
受水費
約27億円
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支出 収入
Ｒ３

施設規模
最適化による
収入減少

上水受水費

維持管理費

減価償却費等※

工業用
水道料金

その他

支出 収入
契約水量見直し 39万㎥

収入
Ｒ３

工業用水道事業収支

上水受水費

維持管理費

減価償却費等※

工業用
水道料金

その他

億円

水道料金

工水への給水分

加入金等

億円
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●４つの更新方法に対する評価項目

①管路更新方法

●更新に要する費用に加え、更新後の施設における
維持管理費について経済性を評価持 続

柔 軟 ●水需要の先行きが不透明であることを踏まえ、見直しが
可能な段階的な計画となっているか柔軟性を評価

強 靭 ●浄水場等の設備のメンテナンスや事故による断水時に
おけるバックアップ能力を評価

安全・安心 ●水圧の管理が容易であり、安定的に水を供給することが
可能であるかを評価

環 境
●CO2排出量の観点など、地球環境に配慮した施設と

なっているかを評価

川崎市上下水道ビジョンに掲げる目指すべき将来像
『安全・安心』『強靭』『環境』『持続』

長期計画策定で大切な視点
『柔軟』 審議において

特に重要と考える項目
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●更新方法の評価結果

評価の結果、強靭の観点では、事故時における対応性の高い新1号送水管を整備する
案（全路線、一部路線）が有利となった。一方、柔軟の観点では、施設整備量が少なく
将来的に水需要が変動した場合にも柔軟に対応できる平間配水所のポンプ能力を増強す
る案が有利となった。持続の観点では、各案で上水受水の使用量が異なるため、受水単
価の違いにより総額費用が変化し、受水単価を高く設定した場合は、新１号送水管を整
備する案が有利となり、低く設定した場合は上水受水を活用する案が有利となった。

※１ 臨海配水所整備は、新規施設を整備する必要があり、平間配水所能力増強に比べ大きな優位性がなく、
平間配水所能力増強の下位互換であるため比較評価の対象からは除外した。

※２ 持続は、①更新・整備事業費、②薬品・動力費、③受水費の合計(①＋②＋③)から経済性を評価した。
※３ 総評は、受水単価が低く設定された場合の評価とした。

送水管更新
【工事中の評価】

新１号送水管
(全部)

新１号送水管
(一部分)

平間配水所
能力増強

臨海配水所
整備※ 1

安全・安心 ○ ○ ○ ○
強 靭 ○ ○ △ △
環 境

(電力使用量 GWh/年)
△

(16.1)
△

(16.2)
△

(18.8)
△

(18.8)

持 続※ 2

（総額費用）
受水単価設定
により変動

受水単価設定
により変動

受水単価設定
により変動

受水単価設定
により変動

柔 軟 × × ○ △
総 評※ 3 △ △ ○ ―



12①管路更新方法
●更新方法のあり方

ふさわしい
あり方

 更新工事は長期にわたるため、過大な建設投資とならないよう各管路
の更新に着手する前に水需要動向調査を実施し、その結果に対応でき
る柔軟な計画とする必要がある。そのため、持続の観点から受水単価
が低く設定できるならば、柔軟性が高い上水受水を有効に活用する内
容で管路更新を進めるべきである。

 なお、管路更新に当たっては、事故等による2本以上の送水管の断水
に伴う減圧・減水等のリスクなどについて、工業用水道利用者との協
議により、理解を得る必要がある。

新１号送水管更新案

平間配水所の能力増強案

現在の契約水量に基づく更新計画は、既設の1号送水管
の代替管として、先行して新1号送水管を新設する案で
あったが、需要が39万ｍ3/日に減少する見込みがあること
や、将来の水需要の変動等に対してより柔軟性が高いこと
を踏まえると、平間配水所の能力増強案が優れている。

3.  平間配水所の能力増強

３号送水管

２号送水管

臨

海

部１号送水管

浄
水
場

連
絡
管

生田
浄水場

長沢
浄水場

平間
配水所
【増強】

送
水

連
絡
管

上水管
より受水
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●上水受水の単価検討

上水受水を活用する平間
配水所増強案は、受水単価
を現行の185円/㎥から約60
円/㎥まで引き下げること
ができれば、持続（総額費
用）の観点でも最も優位な
案となる。工業用水道事業
の事業規模が縮小する中に
おいて、事業費の約40％を
占める受水費を縮減すると
ともに、柔軟な更新方法で
しかも経済的な案であれば、
工業用水道利用者から一定
の理解が得られるものと期
待できる。

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

50 55 60 65 70 75 80 85 90

平間配水所増強

総
額
費
用
(億
円
)

受水単価(円/m3)

新1送整備(一部分)

新1送整備(全部)
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ふさわしい
あり方

①管路更新方法
●上水受水のあり方

 上水受水の活用に当たっては、既存の水道事業の管を工業用水道事業
で利用するなど、柔軟な発想を用い、受水単価の見直しを含め、
両事業のバランスをとるべきである。

 なお、受水単価の見直しに当たっては、水道事業が工業用水道事業の
水源として企業団から受水している費用分は最低限受水単価に含める
こと、歴史的背景を踏まえて4万㎥/日を境とした2段階料金とするこ
となど、算定根拠は透明性の高いものとすべきである。
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●主要施設のバランスの検討

②浄水場規模

工業用水道に関する主要
施設の配置は図 のとおり
である。市内の北側に長沢
浄水場と生田浄水場、南側
に平間配水所が位置してい
る。

長沢浄水場では相模川水
系の水を処理しており、そ
の給水能力は23.5万㎥/日
である。また、生田浄水場
では多摩川水系及び地下水
の水を処理しており、その
給水能力は24.5万㎥/日で
ある。平間配水所では水道
事業から4万㎥/日を受水し
ており、水圧調整及びバッ
クアップ機能を持つ施設と
なっている。

長沢浄水場と生田浄水場
から布設された3本の送水
管により臨海部を中心に送
水している。

施設名 
主要な 

土木施設の 
経過年数 

水源 水源水量 
（㎥/日） 

給水能力 
（㎥/日） 送・配水方式 

長沢浄水場 沈でん池 
67 年 

・ 相模湖 
（相模ダム） 100,000 

235,000  自然流下 
・ 津久井湖 

（城山ダム） 141,000 

生田浄水場 調整池 
10 年 

・ 多摩川 
（稲田取水所） 200,000  

245,000  ポンプ圧送 
（インバーター制御） ・ 地下水 

（浅井戸） 50,000  

平間配水所 調整池 
7 年 ・ 水道事業 40,000  40,000  ポンプ圧送 
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●浄水場規模の評価結果

将来の水需要等を踏まえ、浄水場規模を含めた施設配置の検討として、相模川水系を
水源とする長沢浄水場を主体とする案及び多摩川水系及び地下水を水源とする生田浄水
場を主体とする案の2案について、安全・安心、強靭、環境、持続、柔軟の観点から比
較検討した。ただし、喫緊の課題である送水管の更新を先行して実施する必要があるた
め、施設配置の検討条件は、送水管更新完了後とした。その結果、自然流下にて導・
送・配水を行う長沢浄水場を主体とする案が有利となった。

※ 持続は、①更新・整備事業費、②薬品・動力費の合計(①＋②)から経済性を評価した。受水費については、
送水管更新後の検討であり、各パターンで受水量（4万㎥/日一定）に変化が生じないため検討から除外した。

送水管更新
完了後の評価

長沢浄水場主体
案

生田浄水場主体
案

安全・安心 ○ ○
強 靭 △ △
環 境

(電力使用量 GWh/年)
○

（13.1）
△

（22.6）

持 続※

（費用合計億円【税抜】）
○

（601）
△

（673）

柔 軟
（計画の見直しやすさ）

△ △

総 評 ○ △
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●浄水場規模のあり方

 最適な施設配置については、安定給水の維持、管路の断水や取水不良
による浄水施設の停止などに対する強靭性、地球環境への配慮、事業
運営の持続を考慮して建設投資及び維持管理費を極力抑える経済性な
どを踏まえる必要があることから、送水管更新完了後の浄水場規模は、
自然流下にて導・送・配水を行う長沢浄水場を主体とした施設整備計
画とすべきである。

第１導水ずい道

第２導水ずい道道志ダム

相模ダム

宮ケ瀬ダム

道志川

津久井分水池

沼本取水口
稲田取水所

上河原堰堤

多摩川

潮見台着水井

生田さく井

淵野辺接合井
下九沢分水井

相模川

城山ダム

沼本ダム

●長沢浄水場【能力維持】 ●生田浄水場【能力縮小】

●平間配水所【能力増強(ﾎ゚ ﾝﾌ゚ 増設)】
現 状︓4.0万ｍ3/日

送水管更新
完了後︓4.0万ｍ3/日

※能力増強により給水上限が8万m3/日 から10万m3/日へ上昇

給水能力 現 状:52.0万ｍ3/日

給水能力 完了後:39.0万ｍ3/日

送水管更新完了後の給水能力は計画
給水量39万ｍ3/日とし、送水管更新工
事中は上水受水を活用、送水管更新完
了後は 長沢浄水場の自然流下を活用
する施設配置が優れている。

現 状︓23.5万ｍ3/日（相模川水系）
送水管更新
完了後︓23.5万ｍ3/日（相模川水系）
※送水管更新工事中に長沢浄水場を更新

現 状︓24.5万ｍ3/日（多摩川・地下水系）
送水管更新
完了後︓11.5万ｍ3/日（多摩川・地下水系）
※送水管更新工事中は能力維持が必要なため能力を保有

ふさわしい
あり方



料金制度のあり方の検討
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 工業用水道料金は、経済産業省が定める「工業用水道料金算定要領」に従い、
総括原価方式により算定することになっている。

 川崎市の前回の料金改定は平成22年４月であり、算定要領は平成25年2月に改正されて
いる。

①総括原価

【現行の工業用水道料金算定要領における総括原価方式】

総括原価 営業費用 営業外費用 資産維持費 控除項目

人件費、動力費、
薬品費、修繕費、
減価償却費等

支 払 利 息 、
引当金等

一般会計補助金、
受取利息等

改正前 改正後

料金算定期間 原則として４月を始期とした１年間を
単位とする将来の３年間とする。 標準的な料金定期間を5年間とする。

算定方法 ・総括原価方式（損益ベース）
・事業報酬を含む

・総括原価方式（損益ベース）
・資産維持費を含む

【工業用水道料金算定要領の主な改正箇所】

●工業用水道料金の算定根拠

将来の事業用資産の建設、
改良又は再構築等に充当
されるべき額
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 資産維持費は、将来にわたり必要な規模で工業用水道事業を維持するために、事業
用資産の建設、改良又は再構築等に充当されるべき額として、現行の工業用水道料
金算定要領において総括原価への算入が認められている費用である。

 財源確保策を含む中長期的な財政の見通しを立てていく中で、適正な資産維持費を
料金に含める必要がある。

●資産維持費の必要性

 平成22年度に改定された川崎市の現行料金は、改正前の算定要領に基づき算定した
ものであり、改正前後の主な変更点である「料金算定期間の延長」及び「事業報酬
の廃止と資産維持費の導入」が反映されていない状況にある。

 現行料金に含まれている「事業報酬」は、自己資金による施設投資額により算出す
るが、川崎市のように投資財源の大部分を企業債等で賄う場合は料金に含めること
が困難であり、十分な資金を確保することができないため、将来の更新等に対応で
きないという課題がある。

●川崎市工業用水道の現行料金と事業報酬
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総括原価
見直しの

検討

 資 産 維 持 費 の 導 入 は 、 長 期 的 な 料 金 負 担 の 平 準 化 に 大 き く
寄 与 す る も の で あ り 、 老 朽 化 が 進 む 工 業 用 水 道 施 設 を 健 全
に 維 持 す る た め に は 必 要 不 可 欠 な 費 用 項 目 で は あ る が 、
料 金 水 準 の 上 昇 に つ な が る 可 能 性 が あ る 。

ふさわしい
あり方

●総括原価のあり方

 総 括 原 価 の 見 直 し に つ い て は 、 平 成 2 5 年 に 経 済 産 業 省 が
改 正 し た 「 工 業 用 水 道 料 金 算 定 要 領 」 に 基 づ く こ と を 前 提
と し て 、 施 設 規 模 最 適 化 に 伴 う 契 約 水 量 の 減 少 を 念 頭 に
入 れ つ つ 、 総 括 原 価 に お け る 各 費 用 項 目 の 変 化 を 適 切 に
反 映 す る と と も に 、 現 行 の 総 括 原 価 に 含 ま れ て い る 事 業
報 酬 を 廃 止 す る 一 方 で 、 資 産 維 持 費 の 導 入 を 進 め る べ き で
あ る 。

 た だ し 、 資 産 維 持 費 の 導 入 に よ っ て 、 料 金 水 準 が 上 昇 す る
場 合 に は 、 利 用 者 の 構 造 改 革 に 伴 う 需 要 の 変 動 や 撤 退 等 に
影 響 を 及 ぼ す こ と か ら 、 利 用 者 へ の 説 明 と 理 解 を
得 な が ら 慎 重 に 判 断 す べ き で あ る 。
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項目
算定期間総額（平成22年4月〜平成25年3月）
固定的経費 変動的経費

金額（千円） 単価 金額（千円） 単価
営業費用 A 19,175,350 33.8 1,007,426 2.3
維持管理費 15,260,276 26.9 1,007,426 2.3
人件費 2,999,868 5.3
動力費 293,091 0.5 771,829 1.8
薬品費 93,957 0.2
修繕費 417,401 0.7
受水費 8,110,400 14.3
負担金 2,100,882 3.7
その他維持管理費 1,338,634 2.4 141,640 0.3
減価償却費 3,915,074 6.9
営業外費用 B 796,630 1.4
支払利息等 733,166 1.3
事業報酬 63,464 0.1
費用計 A＋B＝C 19,971,980 35.2 1,007,426 2.3
控除項目 D 480,242 24,224
総括原価 C-D＝E 19,491,738 983,202
契約水量（千㎥） F 567,662
使用水量（千㎥） G 437,523
基本 E/F 使用 E/G 基本料金 34.4 使用料金 2.3

②二部料金制

 工業用水道事業の料金制度は、責任消費水量制・二部料金制・その他（選択制等）
に大別される。

 全国的には責任消費水量制が主流であるが、社会情勢や産業構造の変化等により、
契約水量と使用水量が大きく乖離してきていることから、二部料金制のような使用
実態に即した料金制度を採用する事業体も増えつつある。

 川 崎 市 で は 、 平 成 22 年 度 か ら 二 部 料 金 制 を 採 用 し て い る が 、 費 用 の 大 部 分
（約94%）を契約水量に基づく基本料金で回収している。

【川崎市工業用水道料金の総括原価内訳】 【二部料金制の考え方】

93.7% 6.3%

●工業用水道の料金制度

固定的経費
人件費、減価償却費、

維持管理費、支払利息など

変動的経費
動力費、
薬品費など

総括原価

使用水量の変動にかかわらず、水道
施設の維持管理に不可欠な固定的
費用であることから、契約水量に基づ
き固定的に費用を回収する。

費用回収の考え方

使用水量の多寡に応じて変動
する費用であることから、使用水量
に基づき費用を回収する。

費用回収の考え方

基本料金
（責任消費水量制）

使用料金
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二部料金制
見直しの

検討

 工業用水道事業は固定費が大部分を占める装置産業であることから、
費用を基本料金で回収することで安定した事業運営が可能となるが、
川崎市においては、二部料金制を採用している他の事業体と比較し
て基本料金の割合が高い状況にある。

 二部料金制は利用者の使用実態を反映する先進的な制度であり、仮
に使用料金の割合を高めることができれば、より利用者に配慮した
料金体系となる。

ふさわしい
あり方

●二部料金制のあり方

 工業用水の安定供給を継続する上では、契約水量に基づく基本料金
で固定費を確実に回収することは必要不可欠であること、現行料金
改定時の目的である使用の実態が料金に反映される制度となって
いることから、引き続き二部料金制を継続することが望ましい。

 基本料金と使用料金の比率については、工業用水道事業者側と利用
者側で適正な割合の認識が異なることに留意する必要がある。
特に上水受水に係る受水費が固定費の中で大きな割合を占めており、
今後の施設更新を行う上では、上水受水の活用が「柔軟」の視点で
重要な役割を担ってくる。受水単価の見直しを行うことができれば、
柔軟な施設更新の実施が可能となる。その際には、精度の高い財政
シミュレーションを実施し、水道事業の財政への影響も考慮した
上で、適正な比率への見直しを進めるべきである。
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 工 業 用 水 道 事 業 で は 、 限 ら れ た 利 用 者 と の 契 約 水 量 を 前 提 と し て 、 給
水 能 力 を 決 定 し て 施 設 の 建 設 を 行 っ て い る た め 、 建 設 投 下 資 金 を 含 め
て 事 業 運 営 に 必 要 な 経 費 を 料 金 で 利 用 者 か ら 確 実 に 回 収 す る 必 要 が あ
る 。 個 々 の 利 用 者 の 契 約 水 量 の 減 量 は 、 施 設 整 備 に 係 る 費 用 負 担 が
他 の 利 用 者 に 転 嫁 さ れ る こ と に つ な が る こ と か ら 、 原 則 認 め な い と い
う 考 え 方 が 責 任 消 費 水 量 制 で あ り 、 全 国 の 多 く の 事 業 体 が 採 用 し て い
る 。

 川 崎 市 で は 、 基 本 料 金 は 契 約 水 量 に 基 づ く 責 任 消 費 水 量 制 と し て お り 、
原 則 、 契 約 水 量 の 減 量 は 認 め て い な い が 、 減 量 分 に 見 合 う 増 量 契 約 が
あ る 場 合 （ 減 量 承 認 制 度 ） に 限 り 減 量 を 認 め て い る 。 ま た 、 倒 産 等 に
よ り 廃 業 す る 場 合 、 又 は 他 都 市 へ の 全 面 移 転 等 の 場 合 は 、 給 水 廃 止 を
認 め て い る 。

 倒 産 や 他 都 市 へ の 全 面 移 転 で な い 限 り は 、 長 年 使 用 実 績 が な い 場 合 で
あ っ て も 基 本 料 金 を 支 払 い 続 け る 必 要 が あ り 、 利 用 者 に よ っ て は 受 益
を 得 ず に 負 担 が 継 続 す る 状 況 に あ る 。

 現 状 、 給 水 廃 止 時 に 廃 止 水 量 分 を 負 担 金 と し て 徴 収 す る よ う な 制 度 は
な い た め 、 契 約 水 量 の 減 量 は 直 接 減 収 に つ な が る 。

●責任消費水量制の現状
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 会 社 数 割 合 で は 約 7 割 の 利 用 者 が 契 約 水 量 の 見 直 し が 望 ま し い と 回 答 。
 契 約 水 量 の 多 い 利 用 者 を 中 心 に 負 担 金 制 度 ※ の 導 入 を 望 む 回 答 が 多 い 。
 契 約 水 量 と 使 用 水 量 の 乖 離 が 一 定 期 間 継 続 し た 場 合 に は 、 再 び 契 約 水

量 の 見 直 し が で き る よ う に す る な ど 、 責 任 消 費 水 量 制 を 期 限 付 き と す
る 要 望 も あ る 。

見直しが望ましい
71%

見直しの必要はない
18%

その他
11%

負担金制度の
導入が望ましい

30%

責任消費水量制に期限を
設けることが望ましい

29%

現在の責任消費水量制の
継続が望ましい

22%

その他
19%

負担金制度の
導入が望ましい

56%
責任消費水量制に期限
を設けることが望ましい

16%

現在の責任消費水量制の
継続が望ましい

9%

その他
19%

【契約水量の見直し】
（会社数割合）

【責任消費水量制の見直し】
（会社数割合）

【責任消費水量制の見直し】
（契約水量割合）

●工業用水道利用者アンケート調査結果（令和３年度実施）

※ 契 約 水 量 を 減 量 す る 際 に 負 担 金 を 徴 収 す る 制 度
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 今 後 、 給 水 能 力 の 縮 小 に 伴 う 契 約 水 量 の 見 直 し を 実 施 す る
場 合 、 そ の 後 の 契 約 水 量 の 減 量 は 、 健 全 な 事 業 運 営 に 支 障
を 及 ぼ す 可 能 性 が あ る と と も に 、 他 の 利 用 者 へ の 負 担 増 に
も つ な が る た め 、 減 量 に 見 合 う 負 担 金 を 徴 収 す る よ う な
制度（減量負担金制度）の導入が必要な状況にある。

 責 任 消 費 水 量 制 は 、 利 用 者 で あ る 企 業 の 製 造 原 価 を 引 き
上 げ る 一 つ の 要 因 と な る 可 能 性 が あ る こ と を 踏 ま え 、
契 約 水 量 を 減 量 す る 際 の 条 件 は 緩 和 す べ き で あ る が 、
建 設 投 下 資 金 の 回 収 不 足 に よ る 事 業 経 営 の 悪 化 や 撤 退 に
よ る 他 の 利 用 者 へ の 料 金 転 嫁 は 避 け る 必 要 が あ る 。

 契 約 水 量 の 減 量 は 認 め つ つ も 、 投 下 資 金 の 回 収 を 目 的 と
し て 利 用 者 に 一 定 の 減 収 補 填 を 求 め る 制 度 を 導 入 す る と
と も に 、 他 都 市 へ の 全 面 移 転 に 伴 う 減 量 に つ い て も 制 度
を 適 用 す べ き で あ る 。

 減 量 負 担 金 の 設 定 に つ い て は 、 施 設 整 備 状 況 等 に 応 じ て
定 期 的 に 見 直 す と と も に 、 利 用 者 の 間 で 不 公 平 が 生 じ る
こ と の な い よ う 、 明 確 な 算 定 根 拠 や 現 行 の 減 量 承 認 制 度
と の す み 分 け を 行 う べ き で あ る 。

責任消費
水量制

見直しの
検討

ふさわしい
あり方

●責任消費水量制のあり方
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393,761 394,088 393,151 385,067
370,825 371,071 374,810 379,071 378,650 374,641 378,191 390,557

4,232 5,219 6,045
8,492 9,821 9,410 10,999 9,967 10,093

7,913 7,407
4,892
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300,000

400,000

500,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

一日平均超過水量
（㎥/日）

一日平均使用水量
（㎥/日）

一日平均使用水量

一日平均超過水量

④超過料金

 超 過 料 金 は 、 契 約 水 量 を 超 え て 使 用 し た 水 量 （ 超 過 水 量 ） に 適 用 さ れ る
料 金 で あ る 。

 川 崎 市 は 、 超 過 水 量 の 施 設 へ の 負 担 等 を 考 慮 し 、 現 状 、 基 本 料 金 の 1 . 7 5 倍
の 超 過 料 金 単 価 を 設 定 し て い る が 、 恒 常 的 に 超 過 水 量 が 発 生 す る 利 用 者 も
い る こ と か ら 、 罰 則 的 な 効 果 は 小 さ く な っ て い る と い え る 。

 水 量 全 体 で み た 場 合 、 契 約 水 量 （ 約 5 2 万 ㎥ / 日 ） と 使 用 水 量 が 乖 離 し て い る
現 況 に お い て は 、 超 過 水 量 の 変 化 に よ る 施 設 負 荷 は 小 さ い と 考 え ら れ る 。

●超過料金と超過水量
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 令和３年度において、超過水量が発生したのは利用者58社のうち21社である。
 年間推移から、超過水量は夏場に多く発生している。
 使用者別の一日最大超過水量において、最も大きい超過水量は10,000㎥/日を超えて

いる。

10,000㎥/日以上
1社

10,000㎥/日未満
7社

1,000㎥/日未満
10社

100㎥/日未満
3社

【一日最大超過水量（R3実績※）】

全21社

※令和3年度において超過水量が発生した
21社の日別超過水量を整理

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

超過水量
（㎥/日） 【超過水量の年間推移（R3実績※）】

0
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

夏場に超過水量が多く発生

●超過水量分析（令和３年度）
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 今 後 、 給 水 能 力 の 縮 小 に 伴 う 契 約 水 量 の 見 直 し が 実 施
さ れ る 場 合 は 、 使 用 水 量 と の 乖 離 は 小 さ く な る こ と が
想 定 さ れ る た め 、 超 過 水 量 発 生 に よ る 施 設 負 荷 は 現 状
よ り も 大 き く な る と 考 え ら れ る こ と か ら 、 給 水 能 力 の
縮 小 に 際 し て は 、 超 過 水 量 発 生 を 抑 制 す る た め の 手 法
を 検 討 す る 必 要 が あ る 。

 契 約 水 量 を 超 え て 利 用 す る 超 過 水 量 は 、 設 備 へ の 過 度
な 負 荷 や 水 圧 低 下 な ど 他 の 利 用 者 へ 影 響 を 与 え る こ と が
懸 念 さ れ る こ と か ら 、 超 過 水 量 を 抑 制 す る 必 要 が あ る
た め 、 他 の 工 業 用 水 道 事 業 者 の 考 え 方 な ど を 参 考 に
超 過 料 金 の 見 直 し を 進 め る べ き で あ る 。

超過料金
見直しの

検討

ふさわしい
あり方

●超過料金のあり方



30⑤最低契約水量

 川崎市においては、新規契約時は300㎥/日、減量承認時は250㎥/日を最低契約水量
としている。

 令和3年度末において、新規契約時の最低契約水量300㎥/日に該当する利用者は2社、
減量承認時の最低契約水量250㎥/日以上300㎥/日未満に該当する利用者は15社であ
る。

 契約水量300㎥/日以下である17社のうち、約7割が使用率40％未満である。

10,000㎥/日以上
10社

10,000㎥/日未満
23社

1,000㎥/日未満
8社

300㎥/日
2社

250-300㎥/日未満
15社

【契約水量別の利用者数】

全58社
契約水量

515,470㎥/日

80%以上
1社 60-80%未満

2社

40-60%未満
2社

20-40%未満
5社

20%未満
7社

【契約水量300㎥/日以下の利用者別使用率※】

全17社
平均使用率
33.9％

※契約水量に対する使用水量（超過水量は含まない）の割合

約7割が
40％未満の使用率

契約水量300㎥/日
以下の利用者17社

＜参考＞
全58社の使用率

約75%

●工業用水道利用者の契約水量と使用状況



31⑤最低契約水量

 現 状 2 5 0 ㎥ / 日 で 契 約 し て い る 利 用 者 に つ い て は 、 こ れ 以
上 の 減 量 の 余 地 が な い こ と か ら 、 現 行 の 減 量 承 認 制 度 は
適 用 さ れ な い 状 況 に あ り 、 水 需 要 が 減 少 し て い る 中 で 、
利 用 者 の 実 態 に 配 慮 す る 必 要 が あ る 。

 最 低 契 約 水 量 の 引 き 下 げ は 、 新 規 利 用 者 の 増 加 に 伴 う 維
持 管 理 ・ 施 設 整 備 の 煩 雑 化 や 、 水 道 の 利 用 者 が 工 業 用 水
道 へ 切 り 替 え る こ と に よ る 水 道 事 業 の 料 金 収 入 の 減 少 に
つ な が る こ と に 留 意 し な け れ ば な ら な い 。

 現 在 の 工 業 用 水 道 は 利 用 者 が 臨 海 部 に 集 中 す る こ と で 、
効 率 良 く 給 水 で き て い る が 、 最 低 契 約 水 量 を 過 度 に 引 き
下 げ て し ま う と 、 小 口 の 利 用 者 が 広 範 囲 に 点 在 し 、 給 水
効 率 を 低 下 さ せ る 可 能 性 が あ る 。

 給 水 能 力 の 縮 小 に 応 じ て 、 よ り 多 く の 利 用 者 の 満 足 度 を
高 め る た め 、 一 定 規 模 以 上 の 給 水 を 供 給 条 件 と し つ つ 、
最 低 契 約 水 量 の 引 き 下 げ を 進 め る べ き で あ る 。

最低契約水量
見直しの

検討

ふさわしい
あり方

●最低契約水量のあり方



ふさわしいあり方のまとめ
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●ふさわしい施設更新のあり方

まとめ

 新1号送水管を整備せずに上水受水
を有効に活用することで水需要が変
動した場合にも柔軟に対応できる
「平間配水所能力増強」案で管路更
新を進めるべきである。

１．上水受水を活用した柔軟性の高い管路更新

 上水受水活用に当たっては、水道事業の管を工業用水道事業で利用するなど、柔軟
な発想を用い、受水単価の見直しを含め、両事業のバランスをとるべき。

２．上水受水を見据えた受水単価の見直し

 送水管更新工事中のバックアップ
については上水受水を活用し、送
水管更新完 了 後の施設配 置 は、
自然流下にて導・送・配水を行う
長沢浄水場を主体とした施設整備
計画とすべき。

３．将来の水需要に応じた最適な施設配置

送水管更新
工事中の評価

新１号
送水管
(全部)

新１号
送水管
(一部分)

平間
配水所
能力増強

強 靭 ○ ○ △
柔 軟 × × ○

総 評 △ △ ○

送水管更新
完了後の評価

長沢浄水場主体
案

生田浄水場主体
案

環 境
(電力使用量 GWh/年)

○
（13.1）

△
（22.6）

持 続
（費用合計億円【税抜】）

○
（601）

△
（673）

総 評 ○ △
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●ふさわしい料金制度のあり方

まとめ

 二部料金制を継続した上で、基本料金と使用料金の比率を適正に見直すべき。
２．二部料金制（基本料金＋使用料金）の一部見直し

 総括原価における各費用項目の変化を適切に反映し、資産維持費の導入を進めるべき。
１．総括原価の考え方

 契約水量の減量は認めつつも、投下資金の回収を目的として利用者に対して一定の
減収補填を求める制度を導入するとともに、他都市への全面移転に伴う減量につい
ても制度を適用すべき。

 明確な算定根拠や現行の減量承認制度とのすみ分けを行うべき。

３．責任消費水量制における減量負担金の導入

 超過水量を抑制する必要があるため、超過料金の見直しを進めるべき。
４．超過料金の見直し

 減量の余地はないことから、最低契約水量の引き下げを進めるべき。
５．最低契約水量の見直し



35まとめ

 施設更新や料金制度は、利用者への安定供給や財政負担など直接影
響するものが多く、利用者への十分な説明のもとで、速やかな実施
を望むものであるが、令和2年度の需要調査における、「5年後の契
約水量の見通し」を基に検討を進めたことなどを踏まえ、引き続き
利用者との対話の機会を十分に設けながら、令和7年度中の導入に
向けて進めることを期待する。

提言

●ふさわしいあり方を目指す上での提言

部会 　

2025
（R7）

　工業用水道利用者

　上下水道局

　経営審議委員会

　　　　　　　　　年度
　項目

2020
（R2）

2021
（R3）

2022
（R4）

　    　2023
　　  　（R5）

2024
（R6）

需要
調査

工業用水道における

課題に対する取組

諮問 中間
まとめ

答申

今後の
予定を
説明

1/17 4/28

答申を踏まえた
更なる検討

5/17
8/25 10/26 12/21 2/22

11/15 3/22

調査結果

報告 検討状況
報告

施設及び
料金制度の
方向性報告

意見に
対する
調整

答申
(案)
作成

新
料
金
制
度
導
入

制度導入に
関する調整

検討の進捗を
適宜情報提供

制度導入に
向けた国への届出
条例改正手続

経営審議委員会及び部会における
各種検討や運営

R2年度に実施した「5年後の契約水量の見通し」の結果を基に各種検討を実施 ５年後
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川崎市上下水道事業経営審議委員会

本答申における提言は、川崎市工業用水道創設以来の
大幅な見直しに言及するものであり、既存の水道事業の
施設を最大限に活用するなど、先進的な取組を推奨する
ものである。

この提言に基づく計画が策定されることで、全国の他
事業体への良き事例となるとともに、川崎市の工業用水
道事業が将来にわたり健全に運営されることを期待する。

まとめ

●最後に



川崎市上下水道局
Kawasaki City Waterworks Bureau


